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平成 31 年度寒河江市一般会計当初予算（案）の概要 

（平成３１年２月１８日） 

≪予算規模≫ 

一般会計当初予算額 １９７億円 

対前年度比 14 億 8,900 万円 8.2％増（12 年連続で増） 

（当初予算額としては過去最大) 

 

平成３１年度予算編成の基本方針❢ 

① 第６次振興計画（行動計画）を着実に推進 

② さがえ未来創成戦略に基づく人口減少対策を強化  

③ 積極的な予算編成と健全財政の堅持 

 

予算編成のポイント❢ 

   “新たな時代、未来の寒河江の主役たち”                                  

【 新たな時代のひとづくり 】 

① 子育て支援の拡充（中学校給食費半額助成、不育症治療費助成、病児・病後児保育の実施など） 

② 学習・教育環境の充実（タブレットパソコン導入、特別支援教育補助員の配置、学力向上支援員の拡充） 

③ 未来志向のひとづくり（さがえっこライフデザインセミナー） 

 

【 新たな時代のまちづくり 】 

① 安全で活力ある地域づくりを支援（多世代交流センター整備、集落支援員拡充など） 

② スポーツを通した交流人口の拡大（ホストタウン事業、スポーツツーリズム交流など） 

③ 意欲ある民間事業者の支援（インバウンド施設整備助成、中小企業経営革新助成など） 

④ さがえブランドの魅力発信（寒河江の伝統野菜、国史跡慈恩寺プロモーションなど） 
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○ 主な歳入の状況                   （単位：千円、対前年度増減％） 

 

(1)市   税     ５０億８，４３０万８千円（89,018 千円、1.8％増) 

個人市民税では、雇用情勢が着実に改善してきており賃金アップによる給与所得等の

増加が見込まれ増額とした。法人市民税では、県内雇用情勢報告によると生産活動に持

ち直しの動きが緩やかになっている部分があるものの「県内経済は緩やかに回復してい

る」としていることから増額とした。固定資産税では、宅地開発や住宅建築補助等の効

果もあり家屋の新増築分を見込み増額とした。 

個人市民税（現年課税分）    1,721,705 千円（  30,835 千円、1.8％増） 

法人市民税（現年課税分）     344,859 千円（  7,626 千円、2.2％増） 

固定資産税（現年課税分）    2,227,941 千円（  44,286 千円、2.0％増） 

 

(2)地方消費税交付金   ８億６，８００万円（ 10,000 千円、 1.2％増） 

地方財政計画により増額とした。 

 

(3)地方交付税     ４０億１，３００万円（ 61,000 千円、 1.5％増） 

①普通交付税    35 億 4,800 万円(  48,000 千円、1.4％増) 

②特別交付税     4 億 6,500 万円(  13,000 千円、2.8％増) 

普通交付税は、地方財政計画を勘案し増額とした。 

特別交付税は、平成 30 年度決算見込みや地方財政計画を考慮し増額とした。 

 

(4)国、県支出金    ３１億９，２０２万円（294,287 千円、10.2％増） 

国庫支出金は、子ども・子育て支援臨時交付金、社会資本整備総合交付金、プレミアム付

商品券事業費補助金などの増により 216,437 千円（11.9％増）の増額となった。県支出金は、

子どものための教育・保育給付費負担金、地域密着型介護施設等整備交付金、参議院議員通

常選挙事務費交付金などの増により 77,850 千円（7.2％増）の増額となった。 

 

(5)寄  附  金     １５億円（500,000 千円、50.0％増) 

   ふるさと納税による寄附金額を 15 億(5 億円の増)と見込み計上。 

 

(6)繰 入 金     １８億３，６９６万４千円（614,836 千円、50.3％増) 

まちづくり基金から 1,471,110 千円、財政調整基金から 355,000 千円などを繰入れる。 

ふるさと納税によるまちづくり基金を活用した繰入を継続し、安心して結婚・出産・子育

てができる環境づくりや、将来を担う「さがえっこ」の育成に関する事業をはじめとする各

種事業を推進する。 

 

(7)市   債     １３億９，３９０万円（△566,300 千円 28.9％減） 

市債は起債対象事業の減により前年度比 579,900 千円（35.0％減）減額、地方交付税の補

てん措置である臨時財政対策債は前年度比 82,000 千円（14.2％減）減額となった。 

             平成 31 年度末    平成 30 年度末           増 減 

市債残高見込①＋②   16,399,457 千円     16,547,683 千円      △148,226 千円 

① 臨時財政対策債   7,421,118 千円      7,440,074 千円     △18,956 千円 

② その他の市債     8,978,339 千円     9,107,609 千円     △129,270 千円 

実質公債費比率見込        8.5％          8.7％              △0.2％ 
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○ 主な歳出の状況                    （単位：千円、対前年度比増減％） 

 

 (1)人 件 費     ２５億  ９２２万３千円（  72,141 千円、 3.0％増） 

   ・統一地方選挙（県議会議員・市議会議員）、参議院議員選挙等の手当などによる増。 

 

(2)物  件 費        ３７億８，９１３万１千円（ 499,252 千円、15.2％増） 

   ・ふるさと納税関連経費（委託料・役務費等）337,448 千円の増など。 

 

(3)扶 助 費     ２０億８，３５１万３千円（△11,221 千円、 0.5％減） 

    

(4)補助費等      ４２億３，０９４万７千円（ 615,718 千円、17.0％増） 

基金管理事業報償費（ふるさと納税返礼品）181,800 千円、地域消費喚起推進事業（プレ

ミアム付商品券）150,000 千円、老人福祉施設整備補助事業 69,810 千円、寒河江地区クリ

ーンセンター分担金 56,653 千円、幼児就園支援事業 48,424 千円の増など。 

  

(5)投資的事業     １８億  ２５０万１千円（△346,697 千円、16.1％減） 

  うち補助事業     ９億１，３４３万８千円（  259,118 千円、39.6％増） 

    主な補助事業 

    ・史跡慈恩寺旧境内整備事業  30,030（ガイダンス施設実施設計ほか） 

・橋りょう整備事業       61,000（新町橋補修工事ほか） 

・側溝整備事業        59,000（西部地区公民館北線側溝整備工事ほか） 

・道路新設改良事業      498,000（柴橋平塩線道路改良工事ほか） 

・市営住宅管理事業       40,400（新規市営住宅土地整備ほか） 

・住宅建築推進事業       60,000（子育て定住支援） 

・公民館管理運営事業     165,008（多世代交流センター整備工事ほか） 

       

   うち単独事業    ８億８，９０６万３千円（△605,815 千円、40.5％減） 

    主な単独事業（県営事業負担金を含む） 

   ・史跡慈恩寺旧境内整備事業 75,683（ガイダンス施設用地取得ほか） 

  ・庁舎施設整備事業   44,500（庁舎冷暖房設備改修工事ほか） 

・果樹園芸作物等生産振興対策事業  37,950（農業用施設等新設事業費補助） 

  ・中心市街地活性化センター維持管理事業  26,910（冷房等調温装置改修工事ほか） 

  ・舗装整備事業     46,000（丸内西根北町線舗装整備工事ほか） 

  ・側溝整備事業     45,000（鶴田 1号線側溝整備工事ほか） 

   ・道路新設改良事業   30,600（陵南中学校東線改良工事ほか） 

   ・用悪水路整備事業   33,000（日和田・慈恩寺線用悪水路整備工事ほか） 

   ・公園整備事業     16,273（最上川寒河江緑地園路舗装工事ほか） 

   ・住宅宅地開発指導事業 32,000（宅地開発事業補助） 

・住宅建築推進事業    50,000（子育て定住支援 10,000、増改築・リフォーム40,000） 

・消防施設整備事業   18,655（小型動力ポンプ付積載車更新整備ほか） 

・小学校施設整備事業  19,754（体育館洋式トイレ設置工事ほか） 

・中学校施設整備事業  15,783（水飲み場浄水システム設置工事ほか） 

・文化センター整備事業 24,700（ボイラー循環ポンプ改修工事ほか） 

・公民館管理運営事業 234,109（多世代交流センター整備工事ほか） 
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(6)公 債 費     １６億５，９５７万３千円（△53,792 千円、 3.1％減） 

 

(7)積 立 金      ７億４，１０４万２千円（ 321,288 千円、76.5％増） 

    ・まちづくり基金積立金（ふるさと納税分）320,284 千円の増など。 

 

 (8)貸 付 金      ９億  ３７０万円  （ 431,900 千円、91.5％増） 

    ・産業立地促進資金貸付金 361,700 千円、土地開発公社貸付金 70,200 千円の増。 

 

 (9)繰 出 金     １６億４，８２９万７千円（△18,184 千円、 1.1％減） 



事業費合計 2,225,236 （単位：千円）　

区分
新規・拡充分
当該事業費

事業費合計 5,900

新規 900

継続 5,000

事業費合計 11,397

新規 1,500

事業費合計 10,942

新規 2,822

事業費合計 107,333

新規 77,712

事業費合計 595,304

新規 5,362

新規 11,534

　母子保健指導事業

事業費合計金額

重　点　項　目

　事　業　名

【新生児聴覚検査費用助成】
聴覚障害の早期発見・早期療育を図るため、新生児を対象として実施する新生児聴覚検
査費用の一部を助成する。

　届出保育施設等すこやか保育事業

H31年10月からの国の幼児教育無償化に伴い、民間で運営する届出保育施設等を利用
している３～５歳児及び０～２歳児の住民税非課税世帯に係る認可外保育料等負担軽減
事業補助金を支給する。

　幼児就園支援事業

H31年10月からの国の幼児教育無償化に伴い、幼稚園を利用している児童に係る幼稚
園保育料負担軽減事業費補助金等を支給する。

　子ども・子育て支援給付事業

　さがえこうのとり応援事業

【病児保育事業】
なか保育所に隣接する小児科クリニック内で病児保育「ゆうきの森」を実施する。

【一般不妊治療費助成】
一般不妊治療のうち人工授精に係る治療費の一部助成。治療期間２年間で年間7万円を
上限。
【特定不妊治療費助成】
体外受精、顕微受精など高額な治療費で負担が大きい特定不妊治療費に係る治療費の
一部助成。助成額の上限額を1回当たり30万円。

【不育症治療費助成】
保険適用外及び一部保険適用であっても高額な自己負担となる不育症治療に係る治療
費の一部助成。年間30万円を上限。

H31年10月からの国の幼児教育無償化に伴い、民間立認定こども園等の３～５歳児及び
０～２歳児の住民税非課税世帯に係る保育料無償化分の給付費を支給する。

「子どもがすくすく育つまち」（第６次振興計画基本政策第１章）
安心して結婚・出産・子育てできる環境を整備し、教育の充実を図ることで、

さがえっこが元気で大きな夢を持ち実現できるまちをめざします。
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事業費合計 515,553

拡充 117,783

事業費合計 181,397

拡充 4,500

事業費合計 95,094

継続 94,689

事業費合計 15,829

新規 6,531

事業費合計 192,462

継続 185,000

事業費合計 175,726

継続 171,879

事業費合計 32,240
［小中拡充分11,557］

新規 7,738

拡充 24,502

事業費合計 1,635
［小中拡充分1,260］

新規 1,260

【特別支援教育補助員の設置】
集団で学習することが難しい、特別な支援を要する児童生徒に対し、それぞれの特性に
応じた支援を行う。

【学力向上支援員の拡充】
児童生徒一人ひとりの理解に応じた学習支援を行うため、支援員の充実を図る。

わんぱくクラブ（六供町）のグラウンド改修工事等。

　子育て支援医療給付事業

　保育所運営事業

【臨時職員等の増員配置】
市立保育所臨時保育士賃金の単価アップに伴う増。なか保育所の定員増に対応するた
めの臨時保育士、臨時看護師、臨時調理師の増員による拡充。

　放課後児童対策事業

　障害児支援事業

児童発達支援・放課後等デイサービス施設への通所等に係る給付費負担を行う。利用
者、利用日数の拡大。

　子ども・子育て支援事業

【病後児保育事業】
なか保育所内に病後児保育「げんきの森」を開設し、病後児保育事業を行う。

　児童扶養手当支給事業

児童扶養手当の支給回数について、現在の年3回をH32年から年6回に変更。移行期間と
なるH31年度は15月分を5回で支給することによる増。

　外国人子女等対策事業

【日本語指導支援員の設置】
個々の外国人子女等に日本語の取得支援や日本の生活・文化への適応支援を行うた
め、日本語指導支援員を新たに配置する。

【高校３年生までの医療費無料化（H30年7月から実施）】
医療費の自己負担相当額を公費で負担し、子育て世代の支援を行う。H31．４月から通年
となることによる増。

　学力向上支援員配置事業
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事業費合計 6,792
［小中拡充分1,533］

継続 2,646

事業費合計 35,953
［小中拡充分10,592］

新規 4,676

事業費合計 12,300
［小中拡充分8,534］

新規 4,677

新規 7,623

事業費合計 1,000
［小中拡充分1,000］

新規

事業費合計 21,354

継続

事業費合計 191,242
［小中拡充分32,643］

新規

事業費合計 15,783

継続

　ＩＣＴ整備推進事業（小学校）

小学校における情報教育環境を整備し、児童生徒の学習効果を高めるため各小学校1ク
ラスが学習できる台数のタブレットパソコンを導入する。

　さがえっこライフデザインセミナー事業

【小中学校校務支援システムの導入】
Ｉ通知表や出席簿、指導要録作成等をデジタル化することで、教職員の負担軽減・事務効
率化及び児童生徒指導上の情報共有化を図り、教員が子どもと向き合う時間の確保と学
力向上を推進する。

　小学校施設整備事業

【情報教育推進支援員の配置】
タブレットパソコン等を十分に活用し、効果的な授業づくりができるためのサポートや情報
機器の保守等を行うための経費等。

【ライフデザインセミナーの開催】
未来の寒河江を担う「さがえっこ（小中学生）」に、市内各界で活躍している方の講話等により、将来の人生設
計について働きかける。結婚や子どもを産み育てる大切さなどについても題材とし、結婚や人口減少対策が
家庭でも話題となるよう保護者の参加も促し意識啓発を図る。

　中学校施設整備事業

　学校給食事業（中学校）

【中学校給食費半額助成】（保護者負担軽減総額　32,643千円）
子育て世帯の経済的支援、子育て世帯の人口増、子育て世帯を社会全体で支える意識づくりなど総合的な
子育て支援として、中学校給食費について市で半額負担し一食あたりの保護者負担額を155円にする。

中学校体育館洋式トイレ設置工事、水飲み場浄水システム設置工事など。

　さがえっこ育み推進事業

【部活動指導員の設置】
部活動指導員を各中学校に1名ずつ配置し、部活動指導・運営をサポート。働き方改革に
よる教職員の負担を軽減。H30年は2校で配置済み。H31年4月からは市内3校全てに配
置予定。

小学校体育館洋式トイレ設置工事、FF暖房機更新工事など。

　小中学校ＩＣＴ活用支援事業
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事業費合計 1,691,918 （単位：千円）　

事業費合計 41,755

継続 3,000

継続 14,100

継続 1,200

継続 20,850

事業費合計 10,009

継続

事業費合計 16,311

継続 592

継続 10,250

継続 1,512

【園芸大国やまがた育成支援事業費補助金】
園芸作物産出額の拡大と競争力の高い産地化に向け、農業施設等の整備を支援。
県補助率5/12に市補助１/12を加え補助率1/2
・野菜ハウス（いちご３連棟、野菜ハウス２棟）新設など：補助率１/２

　さくらんぼ労力確保対策事業

【さくらんぼの木オーナー制】
佐藤錦や紅秀峰のオーナーを募集し、交流人口の拡大や労力確保に加え紅秀峰のブラ
ンド化推進につなげる。

【さくらんぼ作業負担軽減安全確保事業費補助金】
さくらんぼ栽培に係る作業の負担軽減と安全確保のための高所作業車等の導入に対す
る支援。　補助率1/3（上限200）

　果樹園芸作物等生産振興対策事業

【海外輸出推進協議会負担金】
さくらんぼ（紅秀峰）等の輸出を推進・拡大するため、台湾やマレーシアでの現地プロモー
ション等の経費への負担を行う。

　農産物ブランド化推進事業

【高収益園芸産地パワーアップ支援事業費補助金】
強みのある農作物の更なる産地化に向け、必要な機械・施設等の整備を支援。
・バラ栽培施設の更新及び機械リース。
補助率1/2

【果樹剪定枝粉砕機導入支援事業費補助金】
生産者の剪定枝処理負担軽減と環境負荷軽減を図るために使用する機械導入に対する
支援。
補助率1/2（上限600）

【紅秀峰の里ブランド推進事業費補助金】
紅秀峰と山形C12号を中心としたさくらんぼ関連のブランド化推進に向けた取組に対し助
成し、栽培面積拡大を支援。
・苗木購入支援、生産組織育成・栽培技術向上支援、施設整備支援、改植支援

市内のさくらんぼ農家で25時間以上就労したパート労働者へさくらんボーナス（市内企業の特産品など）を進
呈。新たに、農家によるボランティアや県外作業者の受入れの場合について、交通費や宿泊費の一部を支
援。

「活力と交流を創成するまち」（第６次振興計画基本政策第２章）
農業・商業・工業の振興を図り、魅力的なしごとを生み出すことで、活力に満ちたまちをめざし

ます。また、数多くある観光資源を活かし、市外から多くの人が訪れる賑わいあるまちをめざし

ます。
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拡充 1,500

継続 600

事業費合計 31,943

継続 4,200

継続 5,000

事業費合計 10,666

継続

事業費合計 25,490

拡充

事業費合計 26,296

新規 5,000

事業費合計 57,440

継続

事業費合計 59,118

継続 36,450

　観光物産振興事業

【インバウンド受入態勢整備事業費補助金】
市内の宿泊施設、観光施設等が実施する外国人宿泊者数の増加や市内における消費
拡大を促進する積極的な取組みへの支援を行う。

【元気な農業経営による所得1.3倍プロジェクト事業補助金】
地域農業を牽引する競争力の高い「トップランナー」を目指す農業者をオーダーメイドで支
援するトップランナー育成支援事業。
補助率1/3

【担い手新規就農支援事業補助金】
新規就農者の円滑な就農促進を図るため、初期投資を軽減するための補助。対象者の
見込み増による拡充。

　まち・ひと・しごと創生事業

【フルーツライン左沢線活用協議会負担金】
公共交通機関であるＪＲ左沢線を活用した観光振興やまちづくり促進を図るため、やまが
た雪フェスティバルの開催やちぇり～マルシェの開催などのイベント開催及び空き店舗対
策事業や創業・事業承継支援事業等によるまちづくり支援を実施。

【さがえ野菜ブランド化推進事業費補助金】
伝統野菜のブランド化推進のため、野菜ブランド化に関する補助金をワンパッケージ化し
支援する。
・伝統野菜後継者育成支援事業　3団体（谷沢梅、もって菊、子姫芋）組織強化、後継者
育成支援
・伝統野菜生産強化拡大支援事業　機械・施設導入や土壌改良等を支援
・新ブランド野菜実証栽培・販路拡大支援

　新規就農者等育成推進事業

【つや姫の里推進事業費補助金】
つや姫の栽培及びブランド力を強化するための補助事業。
・つや姫生産組織育成、栽培技術向上支援
・つや姫ヴィラージュPR用看板作成設置補助

　観光情報発信事業

　まつり振興事業

農道の舗装修繕や幹線農道の除雪、路肩改良工事（農道葉山高原牧場線）など。

寒河江市観光キャンペーン推進協議会など観光関係団体と連携し、本市の魅力をを広く情報発信するほか、
観光客の利便性向上のための観光案内や二次交通支援を拡充。県とも連携し、チャーター便活用の外国人
観光客獲得に向け、台湾での開催される観光ＰＲイベントへの参加や現地旅行代理店へのセールスコール
などによる本市への誘客を推進する。

四季のまつり実行委員会等による「さくらんぼの祭典」や「寒河江まつり」などの開催のための経費を負担。さ
くらんぼの祭典について、道の駅寒河江チェリーランドに一部イベントを移し、チェリーランド周辺の賑わい創
出と市内への回遊誘客を図る。

　農道維持管理事業
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継続 8,600

継続 1,000

事業費合計 833,800

拡充 668,500

事業費合計 4,801

新規 2,000

新規 600

事業費合計 163,801

新規 150,000

事業費合計 125,608

拡充 26,910

事業費合計 40,832

継続

事業費合計 1,879

継続

【地域資源活用まちづくり協議会負担金】
森林資源や農産物等の地域資源を活用したまちづくりを推進するため、木育・食育フェス
を開催する。

【スポーツツーリズム推進事業負担金】
市内周遊の新コース設置により募集人員を拡大する「ツール・ド・さくらんぼ」をはじ
め、シクロクロス大会、ストライダーエンジョイカップを開催。また、地域スポーツ活性化推
進事業とも連携し、スポーツを通じた交流人口拡大を推進。

　技術振興販路拡大推進事業

【冷房等調温装置改修工事ほか】
フローラ・ＳＡＧＡＥのチラーユニット（冷房等調温装置）等の更新工事を実施。また、新た
に、来客数の状況を把握するため確認カウンターを設置するほか、１F、４Fに公衆用Wi-
Fiを設置し中心市街地の拠点として施設の充実を図る。

【中小企業経営革新事業補助金】
経営革新に積極的に取り組む企業を後押しするために、新たに経営革新計画や
先端設備等導入計画を策定した事業所を支援する。

企業や学校等と連携し、新規高卒就労予定者に講演会やインターンシップなどを行い、就業の促進を図ると
ともに地域産業の担い手育成を支援。

　中心市街地活性化センター維持管理事業

【プレミアム付商品券事業】
消費税・地方消費税率の10％への引上げが低所得者・子育て世帯（0～2歳児）の消費に
与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起・下支えすることを目的に、プレ
ミアム付消費券の販売を行う。

　企業誘致推進事業

【企業立地促進補助金】
産業振興と雇用機会の拡大を図るため、中央工業団地への立地企業に対し用地取得費用を補助。

　雇用対策事業

　商工業資金融資円滑化事業

【産業立地促進資金貸付金】
寒河江中央工業団地に産業の立地を促進し、本市商工業の振興を図るための
融資原資預託による低利融資（山形県、金融機関、寒河江市による３倍協調融
資）。新規貸付増による拡充。

【商店街消費喚起イベントPR補助金】
消費税引き上げ後の、商店街等における個人消費を促す意欲的な取組みを支
援し、消費の落ち込みを抑止させるとともに商業の活性化を図る。

　地域消費喚起推進事業
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事業費合計 12,267

新規 3,000

事業費合計 4,266

拡充 2,835

事業費合計 110,125

継続 70,000

継続 40,000

事業費合計 43,568

継続 32,000

継続 4,900

事業費合計 71,943

新規 56,718

　市営住宅管理事業

【新規市営住宅土地整備】
ＰＦＩ活用による市営住宅整備に向け、新規市営住宅建設地の整備などを行う。

　移住定住推進事業

【住宅建築推進事業補助金】
市内の建築、建設業者を利用し、住宅の新築、増改築、3世代同居等のリフォームした方
に対する助成。

　結婚支援対策事業

【わくわく地方生活実現パッケージ移住支援金】
東京圏から移住して県内中小企業等へ就業又は起業した者を支援するため、移住に要
する費用などを支給する。就業最大100万円、企業最大300万円を支給。

【空き家再生等推進事業補助金】
事業補助金空き家戸数の減少に取り組むため、利用困難な危険空き家の解体除去に対
する費用を助成。

少子化対策及び移住支援の観点から、転入する新婚世帯に対して引越費用等に係る経
費の一部を助成。新たに、やまがた出会いサポートセンター会員登録料の一部を助成す
ることによる拡充。

【子育て定住住宅建築事業補助金】
子育て世帯等の定住促進のため、住宅新築費用の一部を助成。
（県外、県内、市内の区分あり）

　住宅宅地開発指導事業

【宅地開発事業補助金】
民間宅地開発において、市の基準に沿って造られる公共施設を無償で市に提供する事
業者へ助成を行う。

　住宅建築推進事業
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事業費合計 963,611 （単位：千円）　

事業費合計 4,603

継続 4,600

事業費合計 12,583

継続

事業費合計 69,810

継続

事業費合計 530,741

継続

事業費合計 35,809

新規 2,622

新規 3,000

事業費合計 117,032

拡充 1,800

拡充 10,442

【おたふくかぜ任意予防接種】
合併症による重度の難聴にならないようにする免疫予防として、おたふくかぜの任意予防
接種回数を1回から2回に拡充し、年長児に2度目の接種を行う。

　予防接種事業

【風しん抗体検査・予防接種】
妊娠を希望する女性やその家族を対象とした風しんの予防接種の助成額を拡大する。ま
た、全国的に流行している風しんに対応するため、抗体価が低いとされる成人男性を対
象に抗体検査及び予防接種を新たに実施する。

　地域生活支援事業

【基幹相談支援センターの設置】
障がい（児）者やその家族への相談支援の充実を図るため、新たに基幹相談支援セン
ターを設置する。

　高齢者運転免許証自主返納支援事業

【高齢者運転免許証自主返納支援事業】
高齢者の運転免許証自主返納促進のため、免許返納者に対してタクシーやバス（循環バ
ス・デマンドタクシーを含む）の乗車券を配布し、運転免許証返納後の交通手段確保を支
援。

　高齢者在宅福祉事業

　老人福祉施設整備補助事業

65歳以上の高齢者等の生活を支援するため、ふれあい配食サービス、除雪費の助成、元気高齢者増進事業
（ポイント制度）などの実施。

特別養護老人ホーム等の償還補助金・建設補助金。

障がい児者へ介護や訓練等を行うサービスを支給。

【障がい福祉サービス事業所への整備負担】
医療的ケアの必要な障がい児者を含む重度心身障がい児者が地域の中で安心して暮ら
せるよう、NPO法人運営による事業所開設に向け、西村山1市4町が整備費用の一部を
負担する。

　障がい福祉サービス事業

「元気に安心して暮らせるまち」（第６次振興計画基本政策第３章）
医療、福祉、介護サービスの充実や市民が健康づくりに取り組む環境を整備し、いつまでも元

気で住み慣れた地域で支え合いながら、安心して暮らせるまちをめざします。
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事業費合計 57,918

継続

事業費合計 69,629

拡充 13,716

事業費合計 28,855

継続

事業費合計 24,054

新規 2,500

事業費合計 2,950

継続 1,875

事業費合計 4,227

継続

事業費合計 3,023,748 （単位：千円）　

事業費合計 31,837

拡充 5,032

小型動力ポンプ付き軽積載車（3台）の更新等を行う。

地域防災の要である消防団活動を支援。消防団員の安全確保並びに活動充実のため、
新基準による活動服等の整備を行う。

健康寿命延伸のため、健康診査受診によるがん等の生活習慣病の早期発見・早期治療、重症化防止を図る
とともに、健診結果を活用した保健指導を実施し、市民の健康づくりを支援する。

　地域づくり推進事業

地域おこし推進員・集落支援員を中心に地域おこしやコミュニティを活性化させるための
事業。新たに柴橋地区他２地区に集落支援員を配置し、急速に進む地域の高齢化への
対応など地域課題についての取組みや計画づくりを支援する。

幼児から高齢者まで生涯にわたる交通安全教育を展開し、交通安全意識づけを行う。

　高齢者・子ども交通安全事業

　消防施設整備事業

【ＬＥＤ防犯街路灯設置事業】
省電力で長寿命なＬＥＤ防犯灯の設置を積極的に進め、経費節減を図るとともに
地域の防犯や通学路の安全を確保。

【防災行政無線戸別受信機設置】
白岩上野地区における一部難聴地区解消のための戸別受信機設置工事。

　消防団活動推進事業

　防災対策事業

　健康診査・がん検診推進事業

　防犯対策事業

「一人ひとりが力を発揮するまち」（第６次振興計画基本政策第４章）
歴史や文化などの特長を活かした地域づくりを推進し、様々な場面で市民が活躍できるまち

をめざします。また、市民の声を行政運営に取り入れ、将来を見据えた行財政運営を進めま

す。
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事業費合計 4,095

拡充

事業費合計 427,829

新規 399,190

事業費合計 3,001

継続

事業費合計 15,973

継続

事業費合計 6,556

継続 5,920

事業費合計 7,762

拡充 7,152

事業費合計 21,661

拡充

事業費合計 107,748

継続 7,986

【姉妹都市交流・ホストタウン関連事業】
姉妹都市交流並びに東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたホストタウン事業
など、国際交流に関する事業を行う。大韓民国ローラースポーツ連盟との交流事業等に
より、スポーツや観光・文化を通じた国際交流の推進や地域の活性化を推進。

　国際交流事業

　地域の活力アップ応援事業

　芸術文化振興事業

　寒河江さくらんぼ大学推進事業

市民文化会館等を活用した自主事業として芸術公演の実施、市民の芸術文化活動に対しての支援。

【種蒔ザクラ環境整備事業】
種蒔ザクラのビュースポット及び駐車場等整備を行う。

【柴橋地区多世代交流センター（仮称）整備工事】
地域コミュニティと地域づくりの拠点となる施設として、屋内運動場、放課後児童クラブ施
設及びコミュニティスペースを備えた複合施設である柴橋地区多世代交流センター（仮
称）の整備を行う。

　文化財保存活用事業

　公民館管理運営事業

大学院から一般講座まで、参加者の学習意欲に合わせた講座を開設し、受講者が主体となった講座の企画
運営の確立を目指す。

地域の課題解決や活力向上を図るため、住民が主体となって取り組む地域づくり事業に対して補助。

　地域スポーツ活性化推進事業

【史跡整備】
国史跡の指定を受けた慈恩寺旧境内を保存活用し、慈恩寺文化の研究と市民への周知
と地域の活性化を図る。平成31年度は危険木伐採、山門前石段整備等を行う。

　史跡慈恩寺旧境内整備事業

オリンピックパラリンピックPRイベント、トライアスロンフェスティバル、スケートボード教室、さくらんぼマラソン
スポーツ流鏑馬等を開催。スポーツツーリズム推進事業と連携し、スポーツイベント開催による交流人口の拡
大と地域活性化を推進。

14



継続 99,762

事業費合計 44,821

新規 44,500

事業費合計 2,352,465

継続 1,611,428

継続 741,037

事業費合計 1,011,729 （単位：千円）　

事業費合計 19,081

継続 7,000

継続 8,000

事業費合計 2,274

継続

事業費合計 14,318

継続 5,000

　寒河江公園整備事業

　河川総務管理事業

【桜回廊整備事業】
寒河江川の水辺景観の充実を図るため、三泉地内堤防（桜回廊未整備区間）の測量設
計などを行う。

　基金管理事業

さくらの丘整備のための測量調査等を実施。

【ガイダンス施設等整備】
ガイダンス施設用地の取得及び施設の実施設計等を行う。

【公園整備事業】
都市公園の照明灯、遊具更新等を実施。

【最上川寒河江緑地整備事業】
最上川寒河江緑地の利用拡大と、利用者の利便性向上を図るため、園路舗装整備等を
行う。

【まちづくり基金積立金ほか】
ふるさと納税によるまちづくり基金や減債基金等への積立金など。

【ふるさと納税関連事業】
本市の情報発信及び市内の産業の活性化の観点から、ふるさと納税を通じたまちづくり
寄附を行った方に対して特産品の返礼等を実施。

　庁舎施設整備事業

　公園整備事業

老朽化した市庁舎を3か年計画で改修。1年目は躯体の構造強度調査と冷暖房設備設置
（受変電設備改修と2階パッケージエアコン）、照明のLED化等の整備を行う。

「便利で快適に生活できるまち」（第６次振興計画基本政策第５章）
緑豊かな自然の中で、計画的な土地利用や各種インフラの整備と維持管理により、 市民が

快適に生活できるまちをめざします。
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事業費合計 33,000

拡充

事業費合計 66,000

継続

事業費合計 147,342

新規 2,035

継続 106,400

事業費合計 51,000

継続

事業費合計 104,000

継続

事業費合計 528,600

継続

事業費合計 14,220

新規 6,000

事業費合計 7,873

新規 1,110

　橋りょう整備事業

　側溝整備事業（単独・交付金）

　道路新設改良事業(単独・交付金）

　用悪水路整備事業

　舗装整備事業

地域の生活環境を改善するため、土側溝及び生活排水路を整備。
（豪雨冠水の未然防止のため浸水調査を優先）
・整備工事（日和田・慈恩寺線）
・浸水調査、測量設計等業務務委託（湯沢川、緑町6号線ほか）

市道の安全で快適な通行を確保するため、未舗装路線及び損耗路線の舗装を行い、機能的な道路の整備を
行う。
・舗装整備工事（丸内西根北町線ほか）

橋りょう長寿命化計画に基づき、補修点検と予防的な修繕を行うことにより、橋梁の長寿命化を図る。
・補修工事（新町橋ほか）。

市道の安全で快適な道路環境提供のため、道路排水施設未設置箇所の整備及び維持修繕のほか、豪雨冠
水の未然防止に向け浸水調査業務等を行う。
・側溝整備工事（石田1号線ほか）
・浸水調査、測量設計等業務委託（みやま橋宮内線、鶴田1号線ほか）
・その他物件補償等

　環境衛生事業

　農用地整備事業

【猫の不妊・去勢手術費補助金】
適正な飼養を行うことができない猫及び餌付けによる野良猫増殖による近隣被害を未然
に防止するため、飼い猫及び市内に生息する飼い主のいない猫等の不妊・去勢手術費
用の一部を補助。

　除雪事業

・道路改良工事（柴橋平塩線、ほなみ団地陵東中学校線、島高屋線嶋踏切ほか）
・測量設計等業務委託（鹿島1号線ほか）
・用地買収、物件補償等。

【内川排水樋門に関する測量調査】
内川の内水浸水被害を防止するための対策を検討するため、水門の開閉による影響に
ついて調査する。

除雪情報管理システム等を活用し、地域の実情に応じたきめ細かな除雪を行う。

耐用年数経過に伴い、歩道除雪用ハンドガイド小型ロータリー等を更新。
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継続 4,000

事業費合計 9,912

継続

事業費合計 14,109

継続 高齢者等の市中心部内の移動手段を確保するため、公共施設や医療機関等を結ぶ市内循環バスを運行。

　市内循環型公共交通運行事業

公共交通等空白地域と市街地の公共施設や医療機関等とを結ぶデマンド型タクシーを運行。

　デマンド型公共交通運行事業

【再生可能エネルギー設備導入事業費補助金】
太陽光発電・蓄電池・木質バイオマス燃焼機器等の設備導入に対して、県補助に上乗せ
して助成することで、再生可能エネルギー普及を促進する。
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〇基金残高の状況（単位：百万円）

26年度末 27年度末 28年度末 29年度末
30年度末
見込み

31年度末
見込み

財政調整基金 1,317 1,392 1,392 1,225 1,547 1,492

減債基金 165 175 175 175 175 175

まちづくり基金 22 411 899 882 1,912 1,041

〇市債残高の推移（単位：億円）

26年度末 27年度末 28年度末 29年度末
30年度末
見込み

31年度末
見込み

臨時財政対策債 67.1 70.3 71.9 73.2 74.4 74.2

その他の市債 108.1 97.7 92.1 87.6 91.1 89.8

実質公債費比率（%） 12.1 10.8 9.5 8.9 8.7 8.5
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